
平成１５年度組織・定員改正の主要事項

平成１４年１２月

農 林 水 産 省

１．組織改正の概要

消費者を重視した農林水産行政を確立するため、農林水産省組織の改革再編を行う。

( ) 食品のリスク管理部門の強化1
「食品安全行政に関する関係閣僚会議」の取りまとめ（本年６月）に基づき、食品の

リスク管理部門の強化を図るため、

① 本省において、産業振興部門から分離して、食品分野における消費者行政とリス

ク管理業務を担う消費・安全局（仮称）を新設する。

② 地方において、現在の食糧事務所を廃止し、地方農政局の下で、食品のリスク管

理業務を中心に主要食糧業務を併せ行う地方農政事務所（仮称）として再編する。

( ) 食糧庁組織の廃止等行政組織のスリム化2
「食品安全行政に関する関係閣僚会議」の取りまとめを受けて、内閣府の食品安全委

員会の設置及び農林水産省の食品リスク管理部門の強化を行うことに伴い、行政組織

の肥大化の防止の見地から、食糧庁組織の廃止を行うとともに、現在の食糧事務所及

び支所の廃止、同事務所関係定員のスリム化を行う。

( ) その他の組織改編3
① 統計情報組織

ア 本省統計情報部を改編して、情報関係業務は大臣官房情報課（仮称）で、統計

関係業務は統計部（仮称）で担当する。

イ 地方統計組織については、 年度に地方統計情報事務所及び同出張所を統計・15
情報センター（仮称）に改組し、 年度に地方農政事務所（( )に前掲）と統合18 1
し、その下の統計・情報センターとして位置付ける。

② 国際関係組織

総合食料局国際部については、総合食料局の改組（食糧部（仮称）の設置）に伴

い、大臣官房に移すとともに、これと連携して国内制度と国際ルールとの調和につ

き省横断的に担う総括審議官（国際担当）を設置する。

③ 環境関係組織

、バイオマス分野をはじめ農林水産分野に関する環境政策を戦略的に構築するため

大臣官房に環境政策課（仮称）を設置する。

④ 機動的スタッフ体制の充実

新たな政策課題に機動的に対応するスタッフ体制の充実を図るため、大臣官房参

事官及び各局庁の調査官の増員を行うとともに、政策報道官（仮称）を設置する。

２．定員改正の概要

、 、水際の食品安全監視体制の充実強化に資するため 動植物検疫要員の増員を行うほか

沿岸国主義に基づく外国漁船の取締担当官等の増員を行う （合計 人）。 75



（参考）食糧庁組織の廃止等

① 本省 食糧庁本庁（２部８課） →総合食料局に吸収（食糧部３課）

② 地方 食糧事務所及び支所の廃止→地方農政事務所の一部へ再編
（ ）124

③ 定員 年度末 名 →向こう 年以内に約 名の削減を目指す14 8843 10 3000
うち主要食糧部門 名 →向こう 年以内に 程度にまで縮減を目指す5896 10 1/3
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食料消費政策、農畜水産物の安全対策、
生産資材・飼料の安全対策、動植物検疫、表示・規格、
リスクコミュニケーション等

備蓄米・MA米の管理、
麦の買入れ・売渡し、生産調整等

統計作成・分析

農産物の生産の振興

畜産物の生産の振興
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協同組合検査部

協同組合検査

食料の安定供給政策、
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畜産物の生産の振興、
動物検疫、飼料の安全対策等
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植物防疫、生産資材の安全対策等
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麦の買入れ・売渡し、生産調整等
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基本政策、法律、予算・会計、
人事、広報等

総括審議官（国際担当）

基本政策、法律、予算・会計、
人事、広報、情報収集・提供等



（参考） 農林水産本省組織再編案（課等の名称は仮称）　（未定稿）

うち非現業 25,839

１５末定員

31,27732,166

うち非現業 26,471

→

１４末定員

※　大臣官房の定員には、農林水産事務次官、農林水産審議官及び農林水産大臣秘書官が含まれている。
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